
（第３表）

一般会計 （内閣１・２係）（含む文部科学第３係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員 【△4】
＜4＞

（△8） △ 1 △ 12
(組織)内閣本府 1,217 36 11 △ 12 0 0 17 0 0 0 12 40 1,257

【△4】
＜2＞

0 0 （△5） 0 0 △ 1 0 0 0 △ 7
 (項)内閣本府共通費 1,085 25 3 △ 9 0 0 17 0 0 0 5 30 1,115

＜2＞
（△3） △ 5

 (項)経済社会総合研究所 132 11 8 △ 3 0 0 0 0 0 0 7 10 142

(組織)地方創生推進事務局 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 4

 (項)地方創生推進事務局 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 4

(組織)知的財産戦略推進事務局 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2

 (項)知的財産戦略推進事務局 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2

(組織)宇宙開発戦略推進事務局 14 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 16

 (項)宇宙開発戦略推進事務局 14 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 16

(組織)北方対策本部 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12

 (項)北方対策本部 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12

(組織)子ども・子育て本部 27 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 27

 (項)子ども・子育て本部 27 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 27

(組織)総合海洋政策推進事務局 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

 (項)総合海洋政策推進事務局 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

(組織)国際平和協力本部 23 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 23

 (項)国際平和協力本部 23 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 23

(組織)日本学術会議 51 1 0 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 51

 (項)日本学術会議 51 1 0 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 51

(組織)官民人材交流センター 17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17

 (項)官民人材交流センター 17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17

【△6】
＜6＞

(△8) △ 17
(組織)沖縄総合事務局 882 10 3 △ 12 0 0 0 0 0 0 17 △ 2 880

【△5】
＜5＞

月数
増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替

平成30年度概算要求定員表
　19　内閣府所管

区　　　　　分
29年度末
定　 　 員

30年度要求人員増△減

30年度末
定　 　 員

積算内訳
差引増減 職種 級新規増員

削減 振替

アタッシェ 司法修習 会計間振替



（第３表）

一般会計 （内閣１・２係）（含む文部科学第３係） （単位：人）

その他の
振替

月数
増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替

平成30年度概算要求定員表
　19　内閣府所管

区　　　　　分
29年度末
定　 　 員

30年度要求人員増△減

30年度末
定　 　 員

積算内訳
差引増減 職種 級新規増員

削減 振替

アタッシェ 司法修習 会計間振替

(△6) △ 12
 (項)沖縄総合事務局 583 8 2 △ 6 0 0 0 0 0 0 12 2 585

(△0) △ 3
 (項)沖縄治水事業工事諸費 42 0 0 △ 1 0 0 0 0 0 0 2 △ 2 40

(△1) △ 1
 (項)沖縄道路整備事業工事諸費 96 1 0 △ 3 0 0 0 0 0 0 2 △ 1 95

(△0)
 (項)沖縄港湾空港整備事業工事諸費 68 1 1 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 68

 (項)沖縄道路環境整備事業工事諸費 11 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11

 (項)沖縄国営公園事業工事諸費 13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13

【△1】
＜1＞

(△1) △ 1
 (項)沖縄農業生産基盤整備事業工事諸費 69 0 0 △ 1 0 0 0 0 0 0 1 △ 1 68

　　 【△10】
＜10＞

△ 1 △ 29
　計 2,276 51 14 △ 25 0 0 17 0 0 0 29 42 2,318

【△10】
＜10＞

（△16） △ 1 △ 29
　　　定員令第１条 2,248 51 14 △ 25 0 0 17 0 0 0 29 42 2,290

　　　大臣等特別職 28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 28

再任用短時間勤務職員

(組織)内閣本府 61 7 0 （△8） △ 3 0 0 0 0 0 0 4 65

 (項)内閣本府共通費 52 7 0 （△5） △ 3 0 0 0 0 0 0 4 56

 (項)経済社会総合研究所 9 0 0 （△3） 0 0 0 0 0 0 0 0 9

(組織)北方対策本部 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

 (項)北方対策本部 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

(組織)日本学術会議 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3

 (項)日本学術会議 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3

(組織)沖縄総合事務局 35 8 0 （△8） △ 2 0 0 0 0 0 0 6 41

 (項)沖縄総合事務局 31 7 0 （△６） △ 2 0 0 0 0 0 0 5 36

　（項）沖縄工事諸費 4 1 0 （△2） 0 0 0 0 0 0 0 1 5
　　沖縄治水事業工事諸費
　　沖縄道路整備事業工事諸費
　　沖縄港湾空港整備事業工事諸費
　　沖縄道路環境整備事業工事諸費
　　沖縄国営公園事業工事諸費
　　沖縄農業生産基盤整備事業工事諸費

　計 100 16 0 （△16） △ 5 0 0 0 0 0 0 11 111



（第３表）

一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の
振替

【△4】
予算定員 ＜4＞

（△8） △ 1 △ 12
（組織）内閣本府 1,245 36 11 △ 12 0 0 17 0 0 0 12 40 1,285

【△4】
＜2＞

（△5） △ 1 △ 7
　（項）内閣本府共通費 1,113 25 3 △ 9 0 0 17 0 0 0 5 30 1,143 （新規増員）

・大臣官房
【△4】 行(一) ６級 12ヶ月 1人
＜2＞ 行(一) ５級 12ヶ月 1人

　うち （△5） △ 1 △ 7 行(一) ４級 12ヶ月 1人
　　定員令第１条 1,085 25 3 △ 9 0 0 17 0 0 0 5 30 1,115 行(一) ３級 12ヶ月 1人

番号制度担当室の事務体制の強化に伴う新規増 行(一) ６級 12ヶ月 1人

　うち 行(一) ５級 12ヶ月 1人
大臣等特別職 28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 28

・政策統括官（経済社会システム担当）
行(一) ３級 12ヶ月 1人

・政策統括官（経済財政分析担当）
行(一) ３級 12ヶ月 1人

・政策統括官（科学技術・イノベーション担当）
行(一) ６級 12ヶ月 1人

行(一) ６級 12ヶ月 1人

・政策統括官（防災担当）
行(一) ３級 12ヶ月 1人

行(一) ４級 12ヶ月 1人

・政策統括官（沖縄政策担当）
行(一) ５級 12ヶ月 1人
行(一) ３級 12ヶ月 1人

・政策統括官（共生社会政策担当）
行(一) ４級 12ヶ月 1人

・男女共同参画局
行(一) ６級 12ヶ月 1人
行(一) ３級 12ヶ月 1人

・沖縄振興局
行(一) ６級 12ヶ月 1人

・食品安全委員会事務局
行(一) ６級 12ヶ月 1人

・消費者委員会事務局
行(一) ３級 12ヶ月 1人

・迎賓館
行(一) ４級 12ヶ月 1人

行(一) ６級 12ヶ月 2人

特定行政文書ファイル等に係る業務実施体制の整
備に伴う新規増

ＰＦＩの地方公共団体への支援体制の拡充等に伴う
新規増

地方経済のきめ細かい実態把握のための体制整
備に伴う新規増

官民研究開発投資拡大プログラム（ＰＲＩＳＭ）創設・
推進のための体制整備に伴う新規増

「原子力利用に関する基本的考え方」の実施のた
めの体制整備に伴う新規増

近年の地震災害等を踏まえた地震防災体制の強
化に伴う新規増

沖縄における離島活性化等に係る業務を推進する
ための体制整備に伴う新規増

迎賓館赤坂離宮の効果的な一般公開のための施
設の維持管理業務の体制整備に伴う新規増

　

削減

内閣府における証拠に基づく政策立案（ＥＢＰＭ）
推進のための体制整備に伴う新規増

女性に対するあらゆる暴力の根絶に向けた対策強
化のための体制整備に伴う新規増

沖縄における人材育成の推進に向けた体制強化
に伴う新規増
（平成33年度末までの時限）

食品用器具・容器包装ポジティブリスト制度導入に
対応した評価体制の強化に伴う新規増

徳島検証に係る調査審議機能の強化に向けた体
制の充実に伴う新規増
（平成32年度末までの時限）

大規模災害時における被災者の住宅確保の支援
方策等検討業務に係る実施体制の整備に伴う新
規増
（平成34年度末までの時限）

子供の貧困対策に関する調査研究の推進体制の
強化に伴う新規増

うち時限
定員合理化

目標数
減員 独法移行減 各省間振替 アタッシェ 司法修習 会計間振替

職種 級差引増減 月数
増△減
人員数

京都迎賓館の一般公開の魅力向上及び外国人観
光客誘致への対応に伴う新規増

平成30年度概算要求定員表
　19　内閣府所管

区　　　　　分
29年度末
定　 　 員

30年度要求人員増△減

30年度末
定　 　 員

積算内訳
新規増員

振替



（第３表）

一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の
振替

削減

うち時限
定員合理化

目標数
減員 独法移行減 各省間振替 アタッシェ 司法修習 会計間振替

職種 級差引増減 月数
増△減
人員数

平成30年度概算要求定員表
　19　内閣府所管

区　　　　　分
29年度末
定　 　 員

30年度要求人員増△減

30年度末
定　 　 員

積算内訳
新規増員

振替

行(一) ４級 12ヶ月 1人

行(一) ６級 12ヶ月 1人

　　計 25人

（定員合理化目標数）
・大臣官房
定員合理化に基づく減 行(一) １級 12ヶ月 1人 △  

行(二) ２級 12ヶ月 1人 △  

・政策統括官（科学技術・イノベーション担当） 行(一) ３級 12ヶ月 2人 △  

・政策統括官（防災担当） 行(一) １級 12ヶ月 1人 △  

・政策統括官（沖縄政策担当） 行(一) ３級 12ヶ月 1人 △  

・沖縄振興局 行(一) ３級 12ヶ月 1人 △  

・食品安全委員会事務局 行(一) ３級 12ヶ月 1人 △  

・迎賓館 行(二) ２級 12ヶ月 1人 △  

　　計 9人 △  

（各省間振替）
・大臣官房

指定職 12ヶ月 1人
行(一) ９級 12ヶ月 2人

行(一) ４級 12ヶ月 8人
行(一) ２級 12ヶ月 4人

・政策統括官（防災担当）
行(一) ７級 12ヶ月 1人

・食品安全委員会事務局
行(一) ７級 12ヶ月 1人

　　計 17人

（各省間振替）
・成年後見制度利用促進委員会事務局

行(一) ５級 12ヶ月 1人 △  

　　計 1人 △  

（その他の振替）
・男女共同参画局

行(一) ８級 12ヶ月 1人
行(一) ８級 12ヶ月 1人 △  

・迎賓館
行(一) ６級 12ヶ月 1人
行(一) ６級 12ヶ月 1人 △  

行(一) ６級 12ヶ月 1人
行(一) ６級 12ヶ月 1人 △  

　　計 0人

災害からの復旧・復興に係る業務の体制強化及び
大規模災害時の被災者住宅確保方策等検討業務
のための体制整備に伴う振替増（振替財源検討

国際交渉力の強化及びマネジメント機能の強化の
ための体制整備に伴う振替増

成年後見制度の利用の促進に係る事務の移管に
伴う厚生労働省への省庁間振替減

迎賓館赤坂離宮の効果的な一般公開のための施
設の維持管理業務の体制整備に伴う内部振替

迎賓館赤坂離宮と一体的活用を行う観光拠点施設
の運営等業務の実施に伴う内部振替

　　

女性に対するあらゆる暴力の根絶に向けた対策強
化のための体制整備に伴う内部振替

迎賓館赤坂離宮と一体的活用を行う観光拠点施設
の運営等業務の実施に伴う新規増

京都迎賓館の一般公開受付施設の整備検討等に
伴う新規増

マイナンバー制度に係る事務体制の強化のための
体制整備に伴う振替増（振替財源検討中）

番号制度担当室の事務体制の強化に伴う振替増
（振替財源検討中）



（第３表）

一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の
振替

削減

うち時限
定員合理化

目標数
減員 独法移行減 各省間振替 アタッシェ 司法修習 会計間振替

職種 級差引増減 月数
増△減
人員数

平成30年度概算要求定員表
　19　内閣府所管

区　　　　　分
29年度末
定　 　 員

30年度要求人員増△減

30年度末
定　 　 員

積算内訳
新規増員

振替

（自律的再配置）
・大臣官房

行(一) ３級 12ヶ月 1人

・迎賓館
行(一) ３級 12ヶ月 1人

　　計 2人

（業務改革による減）
・政策統括官（経済社会システム担当）
業務の実施体制の見直しに伴う減 行(一) ３級 12ヶ月 1人 △  

・政策統括官（経済財政分析担当）
業務の実施体制の見直しに伴う減 行(一) ３級 12ヶ月 1人 △  

・賞勲局
業務の実施体制の見直しに伴う減 行(一) ３級 12ヶ月 1人 △  

・男女共同参画局
業務の実施体制の見直しに伴う減 行(一) ３級 12ヶ月 1人 △  

　　計 4人 △  

＜2＞
（△3） △ 5

　（項）経済社会総合研究所 132 11 8 △ 3 0 0 0 0 0 0 7 10 142 （新規増員）
・経済社会総合研究所

研究 ２級 12ヶ月 3人
研究 １級 12ヶ月 2人

研究 ２級 12ヶ月 3人

研究 ２級 12ヶ月 2人

分配ＱＮＡの実施体制の整備に伴う新規増 行(一) ３級 12ヶ月 1人

　　計 11人

（定員合理化目標数）
・経済社会総合研究所
定員合理化に基づく減 研究 ２級 12ヶ月 3人 △  

　　計 3人 △  

（その他の振替）
・経済社会総合研究所
生産ＱＮＡの実施体制の整備に伴う内部振替 行(一) ５級 12ヶ月 1人

行(一) ５級 12ヶ月 1人 △  
行(一) ３級 12ヶ月 2人
行(一) ３級 12ヶ月 2人 △  

分配ＱＮＡの実施体制の整備に伴う内部振替 行(一) ３級 12ヶ月 1人
行(一) ３級 12ヶ月 1人 △  

行(一) ７級 12ヶ月 1人
研究 ４級 12ヶ月 1人 △  

　　計 0人

内閣府における証拠に基づく政策立案（ＥＢＰＭ）
推進のための体制整備に伴う増

国民経済計算（GDP統計）における、新分野の経
済活動の取り込み及び生産・支出・分配の三面の
整合性に関する研究のための体制整備に伴う新規
増

SUT体系への移行に関する研究のための体制整
備に伴う新規増
（５人のうち、４人は平成33年度末までの時限）

国民経済計算（GDP統計）におけるデフレーターに
ついて、医療・介護及び教育の質の把握手法の検
討のための体制整備に伴う新規増
（３人のうち、１人は平成32年度末までの時限、１人
は平成33年度末までの時限、１人は平成34年度末
までの時限）

迎賓館赤坂離宮の一般公開の魅力向上及び外国
人観光客誘致への対応に伴う増

国際基準への更なる対応の実施体制の整備に伴う
内部振替



（第３表）

一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の
振替

削減

うち時限
定員合理化

目標数
減員 独法移行減 各省間振替 アタッシェ 司法修習 会計間振替

職種 級差引増減 月数
増△減
人員数

平成30年度概算要求定員表
　19　内閣府所管

区　　　　　分
29年度末
定　 　 員

30年度要求人員増△減

30年度末
定　 　 員

積算内訳
新規増員

振替

（自律的再配置）
・経済社会総合研究所
生産ＱＮＡの実施体制の整備に伴う増 行(一) ３級 12ヶ月 1人

分配ＱＮＡの実施体制の整備に伴う増 行(一) ３級 12ヶ月 1人

　　計 2人

【△4】
＜4＞

（△8） △ 1 △ 12
　所管計 1,245 36 11 △ 12 0 0 17 0 0 0 12 40 1,285

【△4】
＜4＞

　うち （△8） △ 1 △ 12
　　定員令第１条 1,217 36 11 △ 12 0 0 17 0 0 0 12 40 1,257

　うち
　　大臣等特別職 28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 28 （30年度末予算定員大臣等特別職の内訳）

（所管計）
　所管計のうち
・30年度末予算定員のうち再任用職員（フルタイ 0人
・専門スタッフ職への振替合計 0人

（業務改革による減）
業務の実施体制の見直しに伴う減 行(一) ３級 12ヶ月 4人 △  

再任用短時間勤務職員
（組織）内閣本府
　（項）内閣本府共通費 52 7 （△5） △ 3 0 0 0 0 0 0 4 56

　（項）経済社会総合研究 9 0 （△3） 0 0 0 0 0 0 0 0 9

　　計 61 7 （△8） △ 3 0 0 0 0 0 0 4 65

副大臣３、大臣政務官３、大臣補佐官６、総合科学
技術・イノベーション会議議員４、原子力委員会委
員長１、再就職等監視委員会委員長１、食品安全
委員会委員４、原子力委員会委員２、公益認定等
委員会委員４



（第３表）

一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員

（組織）地方創生推進事務局 3 1 0 0 0 0 1 4

　（項）地方創生推進事務局 3 1 0 0 0 0 1 4 （新規増員）
・地方創生推進事務局

行(一) 6級 12ヶ月 1人

計 3 1 0 0 0 0 1 4

　　うち
　　　定員令1条 3 1 0 0 0 0 1 4

　　うち
　　　大臣等特別職 0 0 0 0 0 0 0 0

司法修習 会計間振替

地方創生推進交付金にかかる自治体へのアウト
リーチ支援業務等の実施体制の整備に伴う新規増

　

　　

差引増減 職種 級 月数
増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替 アタッシェ

平成30年度概算要求定員表
　19　内閣府所管

区　　　　　分
29年度末
定　 　 員

30年度要求人員増△減

30年度末
定　 　 員

積算内訳
新規増員

削減 振替



（第３表）

一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員

（組織）知的財産戦略推進事務局 1 1 0 0 0 0 1 2

　（項）知的財産戦略推進事務局 1 1 0 0 0 0 1 2 （新規増員）
・知的財産戦略推進事務局

行(一) 6級 12ヶ月 1人

計 1 1 0 0 0 0 1 2

　　うち
　　　定員令1条 1 1 0 0 0 0 1 2

　　うち
　　　大臣等特別職 0 0 0 0 0 0 0 0

司法修習 会計間振替

　

　　

知的財産戦略策定にかかる業務の実施体制の整
備に伴う新規増

差引増減 職種 級 月数
増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替 アタッシェ

平成30年度概算要求定員表
　19　内閣府所管

区　　　　　分
29年度末
定　 　 員

30年度要求人員増△減

30年度末
定　 　 員

積算内訳
新規増員

削減 振替



（第３表）

一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員

（組織）宇宙開発戦略推進事務局 14 2 0 0 0 0 2 16

　（項）宇宙開発戦略推進事務局 14 2 0 0 0 0 2 16 （新規増員）
・宇宙開発戦略推進事務局

行(一) 6級 12ヶ月 1人

行(一) 6級 12ヶ月 1人

計 14 2 0 0 0 0 2 16

　　うち
　　　定員令1条 14 2 0 0 0 0 2 16

　　うち
　　　大臣等特別職 0 0 0 0 0 0 0 0

司法修習 会計間振替

人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に関す
る法律の施行に伴う審査体制の整備に伴う新規増

　　

準天頂衛星システムの運用に係る業務の実施体制
の整備に伴う新規増

差引増減 職種 級 月数
増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替 アタッシェ

平成30年度概算要求定員表
　19　内閣府所管

区　　　　　分
29年度末
定　 　 員

30年度要求人員増△減

30年度末
定　 　 員

積算内訳
新規増員

削減 振替



（第３表）

一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員

（組織）北方対策本部 12 0 0 0 0 0 0 12

　（項）北方対策本部 12 0 0 0 0 0 0 12

計 12 0 0 0 0 0 0 12

　　うち
　　　定員令1条 12 0 0 0 0 0 0 12

　　うち
　　　大臣等特別職 0 0 0 0 0 0 0 0

再任用短時間勤務職員

（組織）北方対策本部 2 0 2

　（項）北方対策本部 2 0 2

計

月数
増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替

平成30年度概算要求定員表
　19　内閣府所管

区　　　　　分
29年度末
定　 　 員

30年度要求人員増△減

30年度末
定　 　 員

積算内訳
差引増減 職種 級新規増員

削減 振替

アタッシェ 司法修習 会計間振替



（第３表）

一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員

（組織）子ども・子育て本部 27 0 0 0 0 0 0 27

　（項）子ども・子育て本部 27 0 0 0 0 0 0 27

計 27 0 0 0 0 0 0 27

　　うち
　　　定員令1条 27 0 0 0 0 0 0 27

　　うち
　　　大臣等特別職 0 0 0 0 0 0 0 0

級 月数
増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減

積算内訳

　　

差引増減
各省間振替 アタッシェ 司法修習 会計間振替

平成30年度概算要求定員表
　19　内閣府所管

区　　　　　分
29年度末
定　 　 員

30年度要求人員増△減

30年度末
定　 　 員新規増員

削減 振替
職種



（第３表）

一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員

（組織）総合海洋政策推進事務局 1 0 0 0 0 0 0 1

　（項）総合海洋政策推進事務局 1 0 0 0 0 0 0 1

計 1 0 0 0 0 0 0 1

　　うち
　　　定員令1条 1 0 0 0 0 0 0 1

　　うち
　　　大臣等特別職 0 0 0 0 0 0 0 0

　

　　

差引増減 職種 級 月数
増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替 アタッシェ 司法修習 会計間振替

平成30年度概算要求定員表
　19　内閣府所管

区　　　　　分
29年度末
定　 　 員

30年度要求人員増△減

30年度末
定　 　 員

積算内訳
新規増員

削減 振替



（第３表）

一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員

（組織）国際平和協力本部 23 0 0 0 0 0 0 23

　（項）国際平和協力本部 23 0 0 0 0 0 0 23

計 23 0 0 0 0 0 0 23

　　うち
　　　定員令1条 23 0 0 0 0 0 0 23

　　うち
　　　大臣等特別職 0 0 0 0 0 0 0 0

　

　　

月数
増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替

平成30年度概算要求定員表
　19　内閣府所管

区　　　　　分
29年度末
定　 　 員

30年度要求人員増△減

30年度末
定　 　 員

積算内訳
差引増減 職種 級新規増員

削減 振替

アタッシェ 司法修習 会計間振替



（第３表）

一般会計 （文部科学3係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員

（組織）日本学術会議 51 1 0 △ 1 0 0 0 51

　（項）日本学術会議 51 1 0 △ 1 0 0 0 51 （新規増員）
・日本学術会議
国際学術会議招致体制の充実強化に伴う新規増 行(一) 5級 12ヶ月 1人

（定員合理化目標数）
・日本学術会議
定員合理化に基づく減 行(一) 2級 12ヶ月 1人 △  

計 51 1 0 △ 1 0 0 0 51

　　うち
　　　定員令1条 51 1 0 △ 1 0 0 0 51

　　うち
　　　大臣等特別職 0 0 0 0 0 0 0 0

再任用短時間勤務職員

（組織）日本学術会議 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3

　（項）日本学術会議 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3

計

　

月数
増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替

平成30年度概算要求定員表
　19　内閣府所管

区　　　　　分
29年度末
定　 　 員

30年度要求人員増△減

30年度末
定　 　 員

積算内訳
差引増減 職種 級新規増員

削減 振替

アタッシェ 司法修習 会計間振替



（第３表）

一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員

（組織）官民人材交流センター 17 0 0 0 0 0 0 17

　（項）官民人材交流センター 17 0 0 0 0 0 0 17

計 17 0 0 0 0 0 0 17

　　うち
　　　定員令1条 17 0 0 0 0 0 0 17

　　うち
　　　大臣等特別職 0 0 0 0 0 0 0 0

　

　　

差引増減 職種 級 月数
増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替 アタッシェ 司法修習 会計間振替

平成30年度概算要求定員表
　19　内閣府所管

区　　　　　分
29年度末
定　 　 員

30年度要求人員増△減

30年度末
定　 　 員

積算内訳
新規増員

削減 振替



（第３表）

一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の
振替

予算定員
【△6】
＜6＞

(△8) △ 17
（組織）沖縄総合事務局 882 10 3 △ 12 17 △ 2 880

【△5】
＜5＞

(△6) △ 12
　（項）沖縄総合事務局 583 8 2 △ 6 12 2 585 （新規増員）

合同宿舎の長寿命化を図るための計画的な修繕を
実施するための体制整備に伴う新規増

行(一) 4級 12ヶ月 1人

農業支援外国人受入事業の導入に伴い、沖縄に
移入する外国人の受入れ及び適正な管理のため
の体制構築に伴う新規増

行(一) 3級 12ヶ月 1人

輸出促進に向けた検疫体制及び生産資材の安全
性確保のための実施体制の整備に伴う新規増

行(一) 4級 12ヶ月 1人

分野横断的な地域未来投資推進体制の強化に伴
う新規増

行(一) 4級 12ヶ月 1人

住宅宿泊管理業の創設に伴う体制の強化に伴う新
規増

行(一) 3級 12ヶ月 1人

渋滞対策推進に係る体制強化に伴う新規増（平成
34年度末までの時限）

行(一) 5級 12ヶ月 1人

那覇第2地方合同庁舎（Ⅲ期）事業に係る体制強
化に伴う新規増（平成35年度末までの時限）

行(一) 4級 12ヶ月 1人

クルーズ船の受け入れ環境整備（二次交通対策
等）に伴う体制強化のための新規増

行(一) 4級 12ヶ月 1人

（自律的再配置）
防災業務及び大規模災害対応に係る体制整備に
伴う増（自律的再配置）

行(一) 3級 １2ヶ月 1人

情報セキュリティの実施体制の強化に伴う増（自律
的再配置）

行(一) 3級 １2ヶ月 1人

インフラ長寿命化計画及び大規模災害に備えた庁
舎管理体制の強化に伴う増（自律的再配置）

行(一) 3級 １2ヶ月 1人

牛トレーサビリティ業務体制の整備に伴う増（自律
的再配置）

行(一) 4級 １2ヶ月 1人

地籍整備推進の実施体制の整備に伴う増（自律的
再配置）

行(一) 3級 １2ヶ月 1人

（その他振替）
防災業務及び大規模災害対応に係る体制整備に
伴う振替

行(一) 6級 １2ヶ月 1人

行(一) 6級 １2ヶ月 △１人
行(一) 4級 １2ヶ月 2人
行(一) 4級 １2ヶ月 △2人
行(一) 3級 １2ヶ月 2人
行(一) 3級 １2ヶ月 △１人

ダム再開発に係る体制強化に伴う振替 行(一) 4級 １2ヶ月 1人
行(一) 4級 １2ヶ月 △１人
行(一) 3級 １2ヶ月 1人
行(一) 3級 １2ヶ月 △１人

道路維持管理の体制強化に伴う振替 行(一) 5級 １2ヶ月 △１人

（業務改革による減）
業務の実施体制の見直しによる減 行(一) 4級 12ヶ月 △１人

行(一) 3級 12ヶ月 △4人

(0) △ 3
　（項）沖縄治水事業工事諸費 42 0 0 △ 1 2 △ 2 40 （その他振替）

防災業務及び大規模災害対応に係る体制整備に
伴う振替

行(一) 3級 １2ヶ月 △1人

ダム再開発に係る体制強化に伴う振替 行(一) 3級 １2ヶ月 1人
行(一) 3級 １2ヶ月 △1人

災害対応に係る通信・機械の体制強化に伴う振替 行(一) 3級 １2ヶ月 1人
行(一) 3級 １2ヶ月 △1人

(△1) △ 1
（項）沖縄道路整備事業工事諸費 96 1 0 △ 3 2 △ 1 95 （新規増員）

自転車活用推進事務の体制強化に伴う新規増 行(一) 4級 １2ヶ月 1人

月数
増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替

平成30年度概算要求定員表
　19　内閣府所管

区　　　　　分
29年度末
定　 　 員

30年度要求人員増△減

30年度末
定　 　 員

積算内訳
差引増減 職種 級新規増員

削減 振替

アタッシェ 司法修習 会計間振替



（第３表）

一般会計 （内閣１・２係） （単位：人）

その他の
振替

月数
増△減
人員数うち時限

定員合理化
目標数

減員 独法移行減 各省間振替

平成30年度概算要求定員表
　19　内閣府所管

区　　　　　分
29年度末
定　 　 員

30年度要求人員増△減

30年度末
定　 　 員

積算内訳
差引増減 職種 級新規増員

削減 振替

アタッシェ 司法修習 会計間振替

（その他振替）
災害対応に係る通信・機械の体制強化に伴う振替 行(一) 3級 １2ヶ月 1人

行(一) 3級 １2ヶ月 △1人
道路維持管理の体制強化に伴う振替 行(一) 5級 １2ヶ月 1人

(0)
（項）沖縄港湾空港整備事業工事諸費 68 1 1 △ 1 0 68 （新規増員）

地域活性化の核となるクルーズ振興に係る業務体
制強化に伴う新規増（平成34年度末までの時限）

行(一) 4級 １2ヶ月 1人

（項）沖縄道路環境整備事業工事諸費 11 0 0 0 11

（項）沖縄国営公園事業工事諸費 13 0 0 0 13

【△1】
＜1＞

(△1) △ 1
（項）沖縄農業生産基盤整備事業工事諸費 69 0 △ 1 1 △ 1 68 （自律的再配置）

国営宮古土地改良事業（国営施設応急対策）実施
体制の強化に伴う増（自律的再配置）

行(一) 3級 １2ヶ月 1人

（業務改革による減）
業務の実施体制の見直しによる減 行(一) 3級 １2ヶ月 △1人

【△6】
＜6＞

(△8) △ 17
　　計（定員令1条） 882 10 3 △ 12 17 △ 2 880

再任用短時間勤務職員

（組織）沖縄総合事務局 35 8 (△8) △2 6 41

　（項）沖縄総合事務局 31 7 (△6) △2 5 36 （新規増員）
情報公開に係る事務処理体制整備に伴う増（31h） 行(一) 4級 １2ヶ月 1人

行(一) 3級 １2ヶ月 △1人

沖縄振興に係る諸施策推進業務に係る体制整備
に伴う増（31h）

行(一) 4級 12ヶ月 1人

情報セキュリティの実施体制の強化に伴う増（31h） 行(一) 4級 １2ヶ月 1人
行(一) 3級 １2ヶ月 △1人

統計調査業務の実施体制の整備に伴う増（31h） 行(一) 4級 12ヶ月 1人
「農業競争力強化プログラム」における新たな原料
原産地表示制度導入に係る業務体制整備に伴う
増（31h）

行(一) 4級 12ヶ月 1人

消費者保護実施体制の強化に伴う増(31ｈ) 行(一) 4級 12ヶ月 1人

不開港場寄港特許及び沿岸輸送特許等の業務体
制の強化に伴う増（31h）

行(一) 4級 12ヶ月 1人

（新規増員）

　（項）沖縄工事諸費 4 1 (△2) 1 5
国営土地改良事業の実施に関する土地利用及び
営農等調査業務の実施体制の整備に伴う増（31h）

行(一) 4級 12ヶ月 1人

　　沖縄治水事業工事諸費
　　沖縄道路整備事業工事諸費
　　沖縄港湾空港整備事業工事諸費
　　沖縄道路環境整備事業工事諸費
　　沖縄国営公園事業工事諸費
　　沖縄農業生産基盤整備事業工事諸費

計 35 8 (△8) △2 6 41



（第３表）

一般会計 （内閣１・２係）（含む文部科学３係） （単位：人）

その他の
振替

再任用短時間勤務職員

（組織）内閣本府 61 7 0 （△8） △ 3 0 0 0 0 0 0 4 65

　（項）内閣本府共通費 52 7 0 （△5） △ 3 0 0 0 0 0 0 4 56 予算定員5人のスクラップ

　（項）経済社会総合研究 9 0 0 （△3） 0 0 0 0 0 0 0 0 9 予算定員3人のスクラップ

（組織）北方対策本部 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

　（項）北方対策本部 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

（組織）日本学術会議 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3

　（項）日本学術会議 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3

（組織）沖縄総合事務局 35 8 0 （△8） △ 2 0 0 0 0 0 0 6 41

　（項）沖縄総合事務局 31 7 0 （△６） △ 2 0 0 0 0 0 0 5 36 予算定員6人のスクラップ

　（項）沖縄工事諸費 4 1 0 （△2） 0 0 0 0 0 0 0 1 5 予算定員2人のスクラップ
　　沖縄治水事業工事諸費
　　沖縄道路整備事業工事諸費
　　沖縄港湾空港整備事業工事諸費
　　沖縄道路環境整備事業工事諸費
　　沖縄国営公園事業工事諸費
　　　沖縄農業生産基盤整備事業工事諸費

 　計 100 16 0 （△16） △ 5 0 0 0 0 0 0 11 111

　

月数
増△減
人員数司法修習 会計間振替

平成30年度概算要求定員表
　19　内閣府所管

区　　　　　分
29年度末
定　 　 員

30年度要求人員増△減

30年度末
定　 　 員

各省間振替 アタッシェ

振替
差引増減 職種 級

積算内訳

　　

うち時限
定員合理化

目標数
減員 独法移行減

新規増員
削減
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